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令 和 ５ 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

年月日 令和５年３月14日（火曜日）

開 会 午後１時30分

散 会 午後３時38分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 参考人からの意見聴取について（沖縄電力

株式会社の電気料金の値上げ改定について）

出席委員

委 員 長 比 嘉 瑞 己

副委員長 石 原 朝 子

委 員 下 地 康 教 仲 村 家 治

西 銘 啓史郎 大 浜 一 郎

花 城 大 輔 中 川 京 貴

上 里 善 清 照 屋 大 河

比 嘉 京 子 島 袋 恵 祐

瀬 長 美佐雄 國 仲 昌 二

仲 村 未 央 平 良 昭 一

仲宗根 悟 上 原 章

當 間 盛 夫

参考人招致のため出席した者の職・氏名

（参考人）

沖縄電力株式会社 本 永 浩 之
代表取締役社長
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○比嘉瑞己委員長 ただいまから、予算特別委員会

を開会いたします。

沖縄電力株式会社の電気料金の値上げ改定に係る

参考人からの意見聴取についてを議題といたします。

なお、ただいまの議題につきましては、去る令和

５年３月２日の本委員会での決定に基づき、予算議

案の審査の参考とするため、関係者を参考人として

招致し、説明を求めるものであります。

本日の参考人として、沖縄電力株式会社代表取締

役社長本永浩之氏の出席をお願いしております。

本永浩之参考人から、補助者として経営戦略本部

企画部次長兼経営企画グループ長仲吉良徹氏、販売

本部販売企画部企画グループ長松田直哉氏、経営戦

略本部企画部経営企画グループマネージャー呉屋智

浩氏を同席させたいとの申出があり、委員長として

適当であると判断し、出席を許可したことを御報告

いたします。

参考人及び補助者には、本日は御多忙のところ御

出席いただきまして誠にありがとうございます。

参考人から説明を求める前に、委員会の審査の進

め方について御説明申し上げます。

まず、参考人から御説明をいただいた後、委員か

ら参考人に対し質疑を行うことにしております。

なお、参考人が発言しようとするときは、あらか

じめ委員長の許可を得なければならず、発言は、議

題の趣旨の範囲内で行うこととなっております。

また、本日は委員会が参考人の説明を聞く場であ

りますので、参考人が委員に対して質疑することは

できませんので、御承知おきください。

それでは、参考人から、沖縄電力株式会社の電気

料金の値上げ改定について、10分程度で簡潔に御説

明をお願いいたします。

本永浩之参考人。

○本永浩之参考人 沖縄電力の本永でございます。

本日はこのように電気料金値上げの申請の概要に

つきまして御説明をさせていただく機会を設けてい

ただきまして、誠にありがとうございます。

このたびの電気料金の値上げ申請に対しましては、

県民の皆様に多くの御心配と御不安をおかけし、誠

に申し訳なく思っております。また、沖縄県がよう

やくコロナから回復し、県経済の活動も活発化の兆

しを見せる中で御負担をおかけすることに対し、大

変心苦しい気持ちでいっぱいであります。

それでは資料に沿って説明をさせていただきます。

スライドの１を御覧ください。

当社はこれまで経営環境が大きく変化する中にお

いても、不断の経営効率化によって電気料金の低減

に努めてまいりました。今回の値上げによる料金改

定は、1980年以来、43年ぶりとなります。

しかしながら、ロシアによるウクライナ侵攻に伴

う資源価格の高騰と昨今の円安の進行により、燃料

関連費用は急激に増加しております。この増加分を

適切に電気料金に反映できないため、いわゆる逆ざ

やの状態が継続いたしております。したがって過去
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最大の赤字が見込まれるとともに、財務体質が急速

に悪化している状況でございます。

こうした状況に対処するため、当社では緊急経営

対策委員会の下、あらゆる収支対策、効率化を実施

してまいりましたが、当社の負担分はそれを超える

スピードで累積的に拡大しており、この状況が継続

いたしますと電力の安定供給に支障を来すおそれが

あると。苦渋の判断ではありますけれども今回電気

料金の値上げを申請させていただきました。

何とぞ、御理解を賜りますようお願いを申し上げ

たいと思います。

スライドの３ページを御覧ください。

燃料価格、為替の動向になりますが、2020年４月

以降、これまで最も安かった石炭は最大で4.6倍、原

油は2.6倍、ＬＮＧは2.5倍、さらに為替は1.3倍に上

昇しております。円ベースで調達いたしますので、

実際は５倍から６倍に膨れ上がっている状態でござ

います。

スライドの４を御覧ください。

本来、燃料価格や為替レートの変動分は当社がコ

ントロールできるものではございません。燃料費調

整制度という制度により、その変動分は自動的に毎

月調整され、迅速に電気料金に反映されてきました。

下のグラフを御覧いただきたいと思います。

左半分は、2008年から2021年までの燃料価格の推

移です。緑のラインがございますが、これは2008年

料金改定時の基準燃料価格です。それ以降、燃料価

格が上がれば電気料金はプラスに調整され、下がれ

ばマイナスに調整される仕組みとなっております。

ただし、この制度には上限価格が設定されており、

沖縄県においては昨年の４月以降上限に達した状態

が続いております。これが上のオレンジのラインで

ございます。本来はこの右のグラフに示すとおり、

燃料価格の上昇に伴いまして電気料金も上昇してい

くことになりますが、昨年４月に上限に到達してい

るため、お客様の電気料金はこの上限価格で据置き

させていただいております。我々としても、電気料

金の値上げが県民の皆様の生活や経済活動に与える

影響が大きいということで、お客様の御負担が増え

ないよう値上げの判断を先送りしてまいりました。

しかしながら、その超過した分は、現在当社が負担

することになっておりますので、この通期では476億

円に膨れ上がる見込みとなりました。

スライド５を御覧ください。

したがいまして、当社の今期の業績見通しは、過

去最大のマイナス505億円の経常損失となる見込みで

ございます。これは当社の直近10か年分の経常利益

に相当する規模となります。下のグラフはほかの電

力と比べた場合の当社の損失額です。ほかの電力に

比べると当社の損失額が突出していることがお分か

りかと思います。

スライドの６を御覧ください。

我々といたしましても、何とかこの状況を打開す

べく昨年の４月に緊急経営対策委員会を設置し、あ

らゆる収支対策、効率化を徹底して取り組んでまい

りました。費用面では、①の役員報酬の削減をはじ

め、②の修繕費の抑制、③のＤＸの展開、さらには

④にあるように支店・営業所の統廃合や集中化、そ

して⑤の燃料費の抑制などあらゆる対策を進めてま

いりました。収入面におきましては、自由料金メ

ニューのお客様に対して燃調上限撤廃の協力の依頼

や、資金面におきましてはグループ資産の売却、グ

ループ資金の有効活用などスピーディーに進め、１年

間上限価格を維持したまま何とか値上げをせずに踏

ん張ってまいりましたが、国際情勢は変わらず資源

価格も高騰が長期化する中で、あらゆる対策を行っ

ても先ほど申し上げたように赤字幅は拡大し、通期

で505億円、我々が負担している上限超過額も476億

円に膨れ上がる見込みでありまして、これは経営努

力で吸収できる範囲を超えている、このままでは安

定供給に支障を来しかねない――お客様の御負担を

考えると大変心苦しいところではありますけれども、

まさに苦渋の決断ということで今回の料金値上げを

判断した次第でございます。

これからは今回の料金改定の内容を御説明したい

と思います。

今回は規制料金の一般的な家庭用モデルで39.3％

の値上げとなりますが、先ほど申し上げた燃料価格

の上昇分を単に反映した値上げではないということ

をぜひとも御理解いただきたいと思います。

それではスライド７を御覧ください。

ここでは経営効率化の内訳を記載しております。

この表に示すとおり、燃料価格だけではなく、全

ての費用項目で効率化を反映させ、原価の圧縮を行っ

ております。全体では136億円の効率化を織り込んで

おります。

その中でも影響の大きい人件費と燃料費について、

御説明をさせていただきます。

スライド８を御覧いただきたいと思います。

左の棒グラフで人件費全体で前回改定原価と比較

いたしまして、約21億円の原価圧縮を行いました。

役員の給与については、前回改定原価と比較して約
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半分の１億円となります。従業員の給料手当につい

ては、前回改定原価と比較し、12億円減少の48億円

となる予定でございます。

スライドの９を御覧ください。

燃料費を説明する前に、これまでの電気料金の改

定と当社の電源多様化の関係について御説明をさせ

ていただきたいと思います。

先ほど1980年以来43年ぶりの値上げと申し上げま

したけれども、当時は石油100％の電源構成でござい

ました。したがって、電源の多様化が大きな経営課

題でありました。それ以降は、当社では具志川火力

・金武火力における石炭の導入、そして昭和63年以

降は暫定引下げを含めますと12回も電気料金の値下

げを実施させていただき、累計では40.25％の引下げ

を行うことができました。さらに、2012年、2013年

にはＬＮＧを燃料とする吉の浦火力を運転開始し、

電気料金を据え置きながら安定供給、環境対策との

両立を図ってきました。

スライドの10を御覧ください。

先ほど申し上げたように、2012年に吉の浦火力が

運転開始しました。大型の発電所の建設には通常

1000億を超える多額の設備投資が必要となることか

ら、運転開始直後には減価償却費等の大幅な増加が

ありましたけれども、効率化により電気料金の上昇

抑制に努めてきたところでございます。

左の円グラフを御覧ください。

2008年の料金改定時には、石炭が約８割、石油が

約２割の電源構成でした。今回の料金申請にはＬＮ

Ｇを原価に織り込んだことで、石炭が64％、ＬＮＧ

が35.8％、残りが石油というバランスの取れた電源

構成になっております。吉の浦火力が運転開始し、

電源を多様化したことにより、電源構成が先ほどの

石油・石炭のみであった場合と比べますと、今般の

燃料価格の高騰局面では３か年平均で92億円の燃料

費の抑制を原価に織り込むことができております。

価格変動リスクの分散化につながっているものと考

えております。

スライドの11を御覧ください。

最後にまとめとなりますけれども、今回の原価に

ついて燃料関連費用だけでは前回原価と比較して

945億円の増加となる見込みです。燃料費以外の減価

償却や修繕費、人件費といった原価は前回原価と比

較いたしますと、マイナス45億円原価を圧縮してお

ります。申請原価全体については、前回原価と比較

して900億円の費用増となるものの、燃料費を含めて

全体で136億円の効率化を織り込んでおります。した

がいまして、今回の料金改定は専ら燃料価格の上昇

によるもので、それがなければ実質値下げの料金改

定となります。

スライドの12を御覧ください。

参考までに、この円グラフを見ても分かるとおり、

今回の料金改定において申請した原価のうち、ほぼ

全てを燃料関連費用が占めており、それが85.4％に

なります。設備関連費でも約10％、人件費は3.8％と

なっております。

スライドの13を御覧ください。

今回の料金は、繰り返しになりますけれども、燃

料費の上昇がほとんどですが、燃調制度の上限値を

超過した分をそのまま反映したわけではなく、最大

限の効率化を反映して値上げの上昇幅を押さえ込ん

でおります。これが③の値上げ低減分でございます。

そして、料金改定がなされた後は、燃料価格の上げ

下げに応じて調整された分を電気料金に反映してい

くこととなります。直近足元では、為替も一時期に

比べて円高に推移していますし、資源価格も、特に

石炭などはピーク時にはトン当たり400ドルをつけて

おりましたが、現在はトン当たり200ドル前後に下落

してきておりますので、５月から６月にかけては燃

料費のマイナス調整でその分を料金水準が低下して

いくことになると考えております。

スライドの14を御覧ください。

皆様、既に御承知のように、国による電気・ガス

価格激変緩和対策により、１月使用分――２月分の

電気料金から引下げが行われております。また、資

料には記載ございませんが、県と国の独自の支援措

置によりまして、特別高圧のお客様を含め全てのお

客様に対して支援措置が行われることになりました。

これにより家庭用のモデル料金では値上げ率は約

10％と、当初の39％からは緩和される見込みとなっ

ております。県民の皆さんの御負担が軽減されると

いうことで当社としても大変ありがたい措置だと感

謝を申し上げる次第でございます。

次のページを御覧いただきたいと思います。

最後に、カーボンニュートラルに向けた当社の取

組を御紹介させていただきたいと思います。

スライド16を御覧ください。

当社は、2019年12月に2050年のカーボンニュート

ラルに向けたロードマップを公表し、既に将来に向

けた新たな電源多様化と脱炭素に向けた取組を進め

ているところでございます。

スライド17を御覧ください。

こちらのスライドが2050年に向けたカーボン
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ニュートラルのロードマップでございます。再エネ

主力化、火力電源のＣＯ₂排出削減、この２つが大き

な柱ですが、加えて電化の推進にも取り組んでまい

ります。既に吹き出しで囲ってある７つのプロジェ

クトが現在動き出しております。20ページ以降に参

考資料を載せさせていただいていますので、後ほど

参照していただけると幸いでございます。そして、

再エネ主力化の取組につきましては、系統の安定化

技術を高めながら太陽光や風力の導入拡大を図って

まいります。そして、火力電源のＣＯ₂排出削減につ

きましては、安定供給を大前提とした上で、ＬＮＧ

や地域のバイオマスをトランジション燃料として活

用し、将来的には水素やアンモニア等のＣＯ₂フリー

燃料への転換を積極的に進めてまいります。

スライド18を御覧ください。

ただし、沖縄エリアでカーボンニュートラルを進

めていくに当たりましては、その地域の特性を踏ま

えた公正な移行――我々は、ジャストトランジショ

ンと呼んでおりますけれども、これで進めていく必

要があると考えております。

表１を御覧ください。

第６次のエネルギー基本計画に基づいた達成可能

なゼロエミッション電源の全国と沖縄エリアの比較

となります。御承知のように、沖縄では水力や原子

力、地熱といった電源の導入が困難であります。ま

た、台風の常襲地域の沖縄におきましては、局地風

速の観点から大型の風車ができないなど、ゼロエミ

電源が限定されるため、ゼロエミッション電源の割

合が全国の57から61％に対して、わずか20％から22％

しかございません。政府はＣＯ₂排出量を2013年度比

46％削減という野心的な目標を掲げておりますけれ

ども、この政府目標を沖縄エリアに置き換えて試算

いたしますと、マイナスの28％に相当いたします。

このマイナス28％も沖縄エリアにとっては厳しい目

標ですが、我々はそれをさらに深掘りして2030年に

はマイナス30％を目指してまいります。

スライド19を御覧ください。

マイナス30％の削減に向けましては、県産バイオ

マスのさらなる拡大、太陽光を初期投資なしで導入

する事業の拡大、局地風速に耐え得るような風車の

導入、それに加えまして水素やアンモニアなどの燃

料を実際の発電機で行う混焼実証試験など、新たな

取組を行っていきたいというふうに考えております。

これらの取組は、我々だけでできるものではござい

ません。これらの先進的な技術の開発には、もちろ

ん経済性との両立が不可欠であります。そのために

も政策的、財政的な支援が必要となってまいります。

ぜひとも県議会議員の皆様にもお力添えをお願いし

たいと思っております。このように将来は燃料価格

の動向に左右されにくい電源構成と脱炭素化の両立

を図って強固な経営基盤を確立していきたいと考え

ております。

このたびは、電気料金の値上げに対して御説明の

機会をいただきまして、誠にありがとうございます。

お客様に御負担をおかけするのは大変心苦しい限り

ですが、少しでも御負担が軽減できるよう努めてま

いりたいと思っております。何とぞ、御理解を賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。

私からは以上でございます。

○比嘉瑞己委員長 参考人の説明は終わりました。

これより、議題に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員

長の許可を得てから行い、重複することがないよう

簡潔にお願いいたします。

下地康教委員。

○下地康教委員 沖縄電力本永社長はじめ、沖縄電

力の皆様方、参考人招致で今日は本当に説明ありが

とうございます。

それでは質問をさせていただきます。

今回の資源価格高騰による電気料金の値上げにつ

いて、御社はどのような対策を実行して、どれだけ

の負担が生じているのかというふうなことを伺いま

す。また、説明にあった燃料費調整制度の上限価格

を超過した分ですね、これはこれまで沖縄電力が負

担してきたとしておりますけれども、電気料金を上

げずにこの負担を継続することができなかったのか、

その辺りをお伺いしたいと思います。

○本永浩之参考人 御質問ありがとうございました。

先ほども資料で説明したとおり、燃料価格が高騰

した昨年の４月に当社では早速緊急経営対策委員会

というものを発足いたしました。その中で当社が緊

急的にできるあらゆる収支対策・効率化を行ってま

いりました。役員の報酬の削減をはじめ、修繕費、

ＤＸの推進、そして支店の統廃合・集中化、こういっ

たことを中心に行ってまいりました。さらには、収

入面の対策ということで、自由料金のお客様に対し

ては、上限の撤廃をお願いすることで何とか当社の

負担を少しでも軽減していただくようにお願いをさ

せていただいたわけですけれども、なかなかやっぱ

りこの御時世思うようにいかないところもございま

した。さらに、やはり資金が足りなくなりますので、

グループの中で緊急的な融資をいただいたりですと
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か、グループが持ってる資産の有効活用ですとか、

そういったことも重ねて行ってまいりました。

さらに、やはり燃料費が一番高くなっております

ので、この燃料費を何とか安く調達できる方法がな

いかということをいつも考えておりますけれども、

我々がこれまでやってきた燃料費の対策としまして

は、特にＬＮＧなんかは今回スポット価格がかなり

上昇いたしましたので、それによらない長期の契約

による固定の燃料調達を行っております。石炭につ

いては、スポットでの調達もございますけれども、

なるべく高騰しない時期にある程度の固定価格で導

入するとか、オーストラリアとインドネシアという

ふうに調達国を分けて調達するとか、そういった努

力を重ねてまいりました。そして、調達するときは

船で運んできますので、船の料金もかからないよう

に、特にインドネシアは沖縄から近い場所でござい

ますので、そういったところの調達割合を増やすと

か、インドネシアの石炭はオーストラリアの石炭に

比べると品質が――カロリーが少し落ちますけれど

も、トータルで考えると安い燃料となりますので、

今半分半分の調達でやっております。そのように配

船のほうも専用船を活用することでスポット、スポッ

トで調達するよりも大分安く調達できるなど、そう

いった工夫を重ねながら取り組みをしてきたところ

でございます。

ただ、先ほど申し上げましたように、燃調価格の

上限を超えた分というのは、１年間で476億になりま

す。これはもう当社１社だけではこの金額を負担す

るのはなかなか厳しい状況であります。先ほども御

説明させていただいたように、今年度の決算が500億

を超える赤字になる見込みであります。それは専ら

上限超過分を当社が負担してきた分に相当するもの

と考えております。

このままでは安定供給のための設備投資ですとか、

修繕費ですとか、そういったところに資金が回らな

くなるおそれもございます。そうすると、やはり一

番大切な安定供給の継続ができなくなるのではない

かということで昨年11月28日に料金の値上げ改定を

申請させていただいた次第でございます。

○下地康教委員 2022年４月から上限価格に到達し

て、今年３月までには損益が476億円としております

けれども、今回の料金の値上げによってこれまでの

御社の損益を回収できる見込みがあるのか、それと

また料金改定後の上限価格の変動があるのかという

ことをお伺いしたいと思います。

○本永浩之参考人 料金改定の後は、我々が電気料

金の値上げを申請させていただいたときの燃料価格

と為替レートが基準の価格になりますので、先ほど

御説明した基準価格よりは引き上げられることにな

ります。ですので、この引き上げられた基準価格が

ベースとなって、またこの価格から燃料費が上がっ

たときには上がりますし、下がったときには下がる

という調整制度になってございます。

○下地康教委員 県議会において、沖縄電力の給与

水準が県内では高いのではないかというような質疑

もあったりしました。そして、県の商工労働部から

は県内においても沖縄電力の給与水準はちょっと高

めであるというふうな答弁があったと思います。今

回の電気料金の大幅値上げについて、あくまでも民

間企業において人件費を削減し、値上げ幅を圧縮す

べきではないのかというような議論、またその県民

の声もあると思うんですけれども、御社はその辺り

どのように考えておりますか。

○本永浩之参考人 人件費のお話については先ほど

緊急経営対策委員会の中でまず一番最初に始めたの

が役員報酬の削減です。最大で20％の削減を行わさ

せていただきました。そして、今回の料金原価に織

り込ませていただいている人件費についてですけれ

ども、これは料金として認められる原価ということ

で、国の算定要領というものがございます。それに

基づいた人件費の原価算入をさせていただいており

ます。具体的には、公益事業の平均と全産業の平均

を加味した上に消費者物価指数等から地域の補正を

行いまして沖縄地域の原価ということで導き出して

おります。その金額を従業員の人件費原価として料

金に織り込ませていただいているところでございま

す。

○下地康教委員 今の御説明だと全国の基準で給料

の算定をしているということでありますけれども、

やはり沖縄県の場合は全国と比べて所得水準が低い

というところもあります。その辺りを比較すると全

国の基準に合わせていくというのは、これは少々、

我々県民の感情といいますか、思いとしてはちょっ

と高いのではないかというところがありますけれど

も、その辺りはどういうふうに捉えているのですか。

○本永浩之参考人 先ほど御説明したように、公益

事業の平均と全産業の平均というところは全国の指

標を使っていますけれども、最終的にここに地域の

補正というのを入れます。消費者物価指数等から沖

縄地域のレベルに応じた地域補正を行って今の原価

水準を導いているところでございます。

○下地康教委員 やはり我々県民としては県内の優
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良企業ということで沖縄電力さんの人件費は高いと

いう理解があるんですけれども、その辺りを今回の

大幅な料金値上げにおいて県民が理解できるような

アプローチといいますか、表現をですね、しっかり

と説明していただきたいというふうに思っておりま

す。

次の質問に入ります。

最後に、もう一つ質問ですけれども、公共料金で

ある電気料金や下水道料金は、私は全国どこで暮ら

していても基本的に格差があってはならないものだ

というふうに考えています。沖縄県は離島県であり、

さらに小さな離島を抱えて地理的不利性、それと非

効率的なスケールメリットを宿命的に抱えている地

域だというふうに私は思っています。そこで、やは

り領海や領土を維持するためにもこの離島に住み続

けることができる仕組みづくりを構築していくべき

じゃないかなというふうに考えています。

その観点から、国や行政の支援の在り方を踏まえ

て沖縄の経済を支えていく責任ある企業として沖縄

電力が将来根差していく、目指していく姿をぜひ社

長のほうからお伺いしたいというふうに思っており

ます。

○本永浩之参考人 ありがとうございます。

当社としても電気の安定供給というのは最大の使

命ですけれども、それに加えてユニバーサルサービ

スの維持というのはまさに欠かすことのできないこ

とだと考えています。沖縄県の場合には多くの離島

を抱えています。当社の供給エリアにおいても、37の

有人離島がございます。そこの全てに電気を供給さ

せていただいているところであります。そして、離

島のどの地域に暮らしていても電気料金というのは

当社の規制料金と同じ料金水準で供給させていただ

いております。このユニバーサルサービスの維持と

いうのは、環境がどんなに変わろうとも我々は維持

していくべきものだと考えております。今後もこう

いったことをしっかりとできるように企業経営して

まいりたいと思います。御理解賜りたいと思います。

よろしくお願いいたします。

○比嘉瑞己委員長 下地康教委員の質疑は終了いた

しました。

仲村家治委員。

○仲村家治委員 どうも今日はありがとうございま

す。

報道でいろいろ知っているつもりではあったんで

すけれども、沖縄電力さんのコストダウン、またい

ろんな外的な、特にロシア・ウクライナの侵攻によっ

て原油等資源が世界的に高騰しているという外圧的

な要因が一番の値上げをせざるを得ない結果だと思

います。

あと、４ページに上限を超えた金額を去年の４月

からずっと沖縄電力さんがこの負担分をやったとい

うのは、多分県民の皆さんは知らないところだった

んじゃないかなと。私自身もこの説明を受けて476億、

500億近い資金を自社努力で抑えていた。だけど、こ

の燃料の価格が上がり続ける中で申請をなさったと

いうことと思います。

また、エネ庁にも聞き取り調査、また消費者庁も

聞き取りでですね、政府としても――これは全国レ

ベルの話なので沖縄電力さんだけではないと思うん

ですけれども、先般、岸田総理から今回の沖縄電力

を含む電気料金値上げ申請について、日程ありきで

はなく厳格で丁寧な審査を行うよう指示があったと

聞いております。沖縄電力が値上げ時期を延期でき

るのではあれば可能な限り値上げ時期を延期するこ

とで県民負担を軽減させることも考えられるのでは

ないかと思うんですがどうでしょうか。

○本永浩之参考人 岸田総理の御発言については、

我々としても今の世界的な物価上昇、国民生活への

影響、こういったものを配慮してのものだと思って

おります。そういう総理からの発言があったという

ことで、電気事業者としても大変重く受け止めてお

ります。

ただ、先ほども申し上げましたように、今その上

限価格を超過した分が昨年４月からずっと続いてお

ります。我々としては、やはりそこの状況を何とか

打開すべく苦渋の決断ということで値上げの申請を

させていただいたところですので、確かに料金の中

身を厳正に審査するというプロセスは必要だと思い

ますので、しっかりと審査をしていただいて、でき

るだけ早い時期に認可が下りるよう希望するところ

でございます。

○仲村家治委員 先ほどの説明で石炭がピーク時の

トン当たり400ドルが約半分ぐらいに下がってきてい

ると。これは多分資源の価格というのは急にぼーん

と上がったんだけれども、だんだん落ち着いていく

傾向があると聞いていますので、その分は資源の価

格が下がればそれをスライドして値下げしてという

説明が先ほどありましたが、その理解でよろしいで

しょうか。

○本永浩之参考人 委員のおっしゃったとおり、燃

料価格の変動に応じて燃料費調整制度という料金の

下で下がった場合には速やかに還元されることにな
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ります。先ほど少し言及するのを申し忘れたんです

けれども、この燃料費調整制度には、上限は基準燃

料価格の1.5倍というものは設けられていますけれど

も、下がった分についての下限というのはございま

せん。ですから、燃料価格が下がれば下がるほど電

気料金は下がっていく仕組みになっております。

○仲村家治委員 最後になりますけれども時間がな

いので、沖縄独自のさらなる電気料金対策として、

仮称で沖縄電気料金高騰緊急対策事業ということが

報道されておりますけれども、どのように受け止め

ておりますでしょうか。

○本永浩之参考人 先週、私も報道に接したところ

ではありますけれども、今回の40％に達する電気料

金の値上げというのは非常に私たちとしても心苦し

いと思っておりました。そこで国も物価対策の一環

として激変緩和の措置を１月から実施しているとこ

ろですけれども、さらにそれに加えて県独自の支援

策が行われるということで県民の皆様の御負担が軽

減されるということは私どもとしても大変ありがた

いというふうに思っております。

○仲村家治委員 沖縄電力さんだけではもう限界が

あるということで私は理解しておりますので、これ

は沖縄県、そして経済界、私たち政治家、あと国と

協力してこの電気料金の安定した供給と料金という

ことで一緒になって汗をかいていきたいと思います

ので、どうぞよろしくお願いします。

以上です。

○比嘉瑞己委員長 仲村家治委員の質疑は終了いた

しました。

花城大輔委員。

○花城大輔委員 参考人、参考人と言われてどんな

気持ちか考えると複雑ですが、よろしくお願いしま

す。

まずですね、今回の電気料金値上げの背景として

資源価格の高騰及び円安の影響という説明がありま

したけれども、これは早い段階で再生可能エネルギー

に移行していくということは難しかったんでしょう

か。

○本永浩之参考人 再生可能エネルギーの取組につ

いては、やはり再生可能エネルギーというのが純国

産のエネルギーということで我々も非常に重要な電

源と考えております。当社でも以前から積極的に再

生可能エネルギーの導入は進めてまいりました。特

に離島においては波照間島とか、来間島において、

再生可能エネルギーの電気100％だけで離島の供給を

一部賄うというような実証試験も実際行っておりま

す。波照間島では実に10日間再生可能エネルギー由

来の電気で島の電気を供給した実績もございます。

こうした取組は世界的に見てもかなり進んだ取組だ

と我々は考えております。現在、来間島においても

太陽光と蓄電池を設置して、もし何かあったときに

は宮古島の本島から切り離して来間島だけで電気の

供給ができるシステムを今まさに実証試験を行って

いるところです。

こういう形で先ほどカーボンニュートラルの説明

もさせていただきましたけれども、2050年に向けて

はやはり再エネの主力化というのは大きな柱の一つ

になっていますので、こちらも積極的に進めていき

たいと思っておりますけれども、先ほど風力の説明

をしたときに沖縄はやはり台風が毎年のようにやっ

てくる地域ですので、その台風に耐えられるだけの

大型の風車というのが今世界中探してもないんです。

ですからこの世界中探してもない風車を何とか沖縄

でも建設できるようにしたいので、そこら辺は皆様

のお力も借りながら制度的な対応ですとか、政策的

な対応ですとか、やっぱりこのメーカーに対しての

要請とかも一丸となってやっていかないとなかなか

ブレークスルーできないかなというふうに思ってい

ますので、その辺の御支援もよろしく賜りたいと思っ

ております。

○花城大輔委員 先日、国と県によって支援が行わ

れることで当初４割とか、それ以上とか言われてい

た負担が大分軽減されるということで喜ばしく思っ

ておりますけれども、この資料２のほうを見たとき

に、やはりこれからについては電源構成の見直しな

どについても中長期的に取り組む必要があるのでは

ないかなと思いますけれども、その辺はいかがでしょ

うか。

○本永浩之参考人 先ほどカーボンニュートラルの

資料を説明させていただきました。2030年に向けて

我々もマイナス30％の削減を求めていくという中で

電源構成もですね、今やはり石炭が中心で60％は石

炭のウエートなんですけれども、やっぱりここは石

炭のウエートを減らしていって比較的クリーンなＬ

ＮＧの割合を増やしていく予定にしています。です

から、2030年の電源構成のイメージとしては、石炭

が45％、ＬＮＧが大体30％入ってきます。さらに離

島もありますので、石油の割合が15％ぐらい、再生

可能エネルギーの割合としては10％前後という形で

入ってくると考えております。このように2030年は

こうした取組を進めていきますけれども、2050年に

向けてはやはりもっともっと再生可能エネルギーを
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導入したり、水素とか、アンモニアといった新しい

燃料にも取り組んでまいりたいと考えております。

○花城大輔委員 社長の答弁の中に何度かカーボン

ニュートラルが出てきますけれども、これは目標に

合わせて、または加速度的に進めていくために政策

や財政支援等、どのようなものがあればうまくいく

とお考えですか。

○本永浩之参考人 やはり沖縄の場合にはほかの地

域と比べるとスケールメリットが効かないというと

ころがあります。水素なども――海外から水素を運

んでくるということも考えられますけれども、やは

りそのときにもスケールメリットを生かしたことを

やっていかないといけない。どっちかというと大規

模なところに支援が行きがちなんですけれども、や

はり小さな沖縄においても、スケールメリット・デ

メリットがあっても支援ができるようなサプライチ

ェーンとしてしっかり構築できるような制度づくり

ですとか、財政的な支援ですとか、そういったとこ

ろが必要になってくるかと思います。まだまだ技術

的にブレークされていない部分がございますので、

現実的にこれが導入できるまでの経済性が確保され

ていません。まだＬＮＧなんかと比べると、３倍以

上高いというふうに言われていますので、ここをコ

ストダウンしていくためには技術革新が必要になっ

てくると思います。そういったところにしっかりと

政策の支援ですとか、財政的な支援が行き届くよう

になっていただきたいなというふうに希望している

ところです。

○花城大輔委員 私はこのたびの説明を受けて一番

驚いたのが資料７の原価価格の内訳ですね。人件費

率が3.8％しかないわけですよ。しかも燃料費の仕入

れだけでこれだけ85.4％も多くなってくると。我が

会派の下地委員から少し厳しいような質問もありま

したけれども、このことをあまり大きく取り沙汰さ

れるとこの危機を乗り越えていこうという従業員の

モチベーションにも影響してしまわないかなと。ま

た、このことを大きく取り上げることによって社会

的に電力の社員が、皆さんは給料多くもらっている

らしいね、みたいなふうになってしまわないかとい

うことも非常に心配するところであります。私の周

りはどちらかというと、まあ、よく質問されるんで

すけれども、この危機を乗り越えたら電力を安くし

てもらえるんだよねということを確認する人がいま

す。私は勝手に答えていますけれども、その辺社長

の見立てといいますか、今後どうしていこうと考え

ているのかということを少し聞かせていただければ

と思います。

○本永浩之参考人 確かに、これまでの燃料価格の

高騰というのは、やっぱり未曽有の価格レベルだっ

たのかなというふうに思っています。先ほど冒頭で

も申し上げましたように、石炭価格というのが以前

に比べると４倍、５倍ぐらいの水準をつけていると

いうのはこれまで全くなかったわけでありますし、

先ほどのグラフを見ていただいたとおり上限価格を

突破するということ自体、過去13年ぐらいの間にわ

ずか１回しかなかったんです。そのときも石油価格

が急上昇してすぐ落ちていったというところだった

のですけれども。今回は背景にロシアのウクライナ

侵攻、その戦争が長期化しているということもある

かと思いますけれども、それが長引いているという

こともあって、このような状況になっているものと

理解をしております。ただ、足元――石炭価格も以

前に比べると半分ぐらいの水準まで落ちてきており

ますので、今後さらにその水準が下がっていくこと

を期待しておりますけれども、やはりその将来的に

はこういった燃料価格の動向に左右されないような

電源構成を目指していくことも一方で重要かと思っ

ています。そこは今の世界的な流れの中でカーボン

ニュートラルというのがございますので、やはりそ

の再生可能エネルギー、火力電源のＣＯ₂の削減、こ

こには県産のバイオマスなども導入しながら進めて

いくことが重要かと考えております。

○花城大輔委員 今、石炭価格が以前と比べると半

分近くにまでというお話がありましたけれども、こ

の苦しい状況、なかなか読みにくいところもあると

は思うんですが、何月頃まで続くのかなというのが

気になります。国や県の支援もいつまでも続くとい

うふうには私らも思っておりませんので、その目安

みたいなものがもし答弁できればお願いしたいと思

いますけれども、いかがでしょうか。

○本永浩之参考人 なかなかいつ頃までというのは

大変難しくて、今の為替レートですとか、燃料価格

の動向がどういうふうに推移するかというのを想定

するのは難しいところであります。我々としても希

望とすれば以前の水準まで戻ってほしいというとこ

ろであります。ただ、足元の状況を見ると少し下がっ

てきている状況も踏まえると、楽観できるところも

あるのかなというふうに考えてはいます。

○花城大輔委員 今回の件は本当にあらがうことの

できない社会の事象だというふうに思います。この

ような社会の変化はこれからも起こり得る可能性が

十分ありますけれども、企業としてはやはりその辺
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の社会の変化に対して耐え得るような経営の力をつ

けていかないとというふうにも思います。または、

先ほども聞きましたけれども県民に対する今後の還

元についても両方てんびんにかけながらやっていか

ないといけないというふうに思っておりますけれど

も、今後の経営方針について最後聞かせていただき

たいと思います。

○本永浩之参考人 花城委員からあったように、今

後の経営方針ということですけれども、再三述べて

きておりますようにカーボンニュートラルにどうい

うふうにしてそれを実現していくかというのが大き

な課題だというふうにも思っておりますので、今の

化石燃料の動向に左右されないような経営体質を構

築していくということも非常に重要な取組の一つで

あります。

我々この燃料価格が高騰する以前からカーボン

ニュートラルの取組というのは2019年12月に公表し

てもう既に進めておりました。やはり、今の世の中

の状況を踏まえた上でいずれリスクになることも勘

案しながら先んじてそういう取組を進めていくこと

が今後の経営基盤を強固にしていく取組だというふ

うにも認識しておりましたので、今後もさらにそれ

が進められるようにやっていきたいというふうに考

えております。

○比嘉瑞己委員長 花城大輔委員の質疑は終了いた

しました。

上里善清委員。

○上里善清委員 本日は説明大変ありがとうござい

ます。大体のことも聞かれて、だし殻みたいになり

ますけど、ちょっと再質問も含めてやっていきたい

と思います。

役員報酬の削減で21億円というふうになっており

ますが、先ほども従業員の給料がちょっと高いんじゃ

ないかと。これはやっぱり沖縄の所得水準から見る

と県民はそのように思っていると思うんですよね。

花城委員が言ったように66億円で3.8％の比率になっ

ていますので、そんなに多くもらっている感じは私

も受けないです。台風とかになったときに一生懸命

復電に努力されている姿を見るとやっぱり危険な仕

事ですのでそれに合う給料ではないかと思うんです

が、もう少し手を入れられないか、その辺はどうで

すか。

○本永浩之参考人 皆さんがおっしゃることはご

もっともだと思います。実際の交渉は労使交渉の中

で行っております。毎年毎年の経営環境を踏まえな

がら労使との交渉を行っているところでありますの

で、今まさにまた来期の労使交渉とかも始まってお

りますので、その辺の御意見等も踏まえた交渉をし

ていきたいと思っております。

○上里善清委員 去年の貸借対照表で沖縄電力の純

資産が2800億ぐらいあるというふうに聞いたんです

が、この資産の圧縮ということは今どんなですか。

考えておりませんか。

○本永浩之参考人 委員のおっしゃる資産の圧縮と

いうのが何を具体的に指しているのかがちょっとイ

メージができないので、表現しづらいところもある

んですけれども、今回の燃料価格の高騰を受けて当

社の中では持っている資産の売却とかもさせていた

だきましたし、保有している政策株とかの売却など

も行いました。グループ間の資金の有効活用とかそ

ういった資金面での緊急的な対応もさせていただい

ております。そういうことで言うのであれば、その

資産の圧縮というのはそういったことでやってきた

ということはございます。

○上里善清委員 沖縄では沖縄電力さんしかありま

せんので、ある意味では独占企業みたいなもので、

今までなるべく値上げしないで電力供給するという

ことを努力されてきていることは評価しますけれど、

独占企業というのはある意味では競争相手がいませ

んからね。長い間その恩恵を受けたという意味にお

いて、県は感謝はしておりますが長い間電力さんを

育てたという意味も含めて、やっぱり切り詰めて考

えた場合は今度は電力さんが県民に恩返しする番

じゃないかと私は思うんですよ。だから、この辺も

考えて値上げというのはやってほしいということな

んですがね。

あと、今まで電力さんはある意味では補助金とか

いろいろ燃料のほうで頂いていますよね。この構成

比率を見るとやっぱりまだまだ化石燃料が多いと。

努力として今取り組んでいるということではあるん

ですが、将来像として電源構成をどのようにしてい

きたいのか、具体的にソーラーで幾らとか、こういっ

たのが今示せますか。

○本永浩之参考人 幾つか御質問があったと思いま

すので、まず独占企業というお話をいただきました

けれども、実は沖縄でも2016年から全面小売の自由

化というのが始まっていて、沖縄にも新電力という

新しい小売の電気事業者が約20社ほど参入してきて

おります。もう既に15％以上のシェアをその新電力

の方々が持っております。ですから、我々もこうい

う競争環境下において料金面も含めてしっかりそう

いう新たな新電力さんとやっぱり競争していく環境



－451－

になっておりますので、そういったところも努力し

ていきたいというふうに思っています。

上里委員からありましたように、県民に還元して

いくという――もっともだと思います。我々は地元

密着の企業だと思っておりますし、やはり地元ファー

ストでやってきた企業だというふうに思っています。

地域とともに、地域のためにというコーポレートス

ローガンは、我々関係会社も含めた全社員が共有す

る理念みたいなものだと私は思っておりますので、

そういうことでも地元に対してどういう還元ができ

るのかというのはしっかりとやっていきたいと思っ

ております。

もう一つ補助金のお話がありましたけれども、１つ

は燃料のところでお話いただいたのは、これは税制

の特別措置ということで、石油石炭税の減免措置を

受けております。それと固定資産税の特例措置もご

ざいます。これについては全て料金に反映される形

で県民の皆様に還元されております。もう一つ補助

金というところからは、先ほど離島の話もございま

したけれども、離島は沖縄本島含めて11の島にいわ

ゆる発電所を持ちながら37の有人離島には海底ケー

ブルで供給をしています。この海底ケーブルの取替

え工事とかに補助金を頂いている実績がございます。

最後に、燃料構成の割合はさっきからお話をさせ

ていただいておりますけれども、2050年にはカーボ

ンニュートラルに向けて再生可能エネルギーと水素

・アンモニアといった燃料を使いながらの電源構成

に変えていきたいと考えております。

以上です。

○上里善清委員 先行例として、我々は経労委でこ

の前ハワイに行ってきました。電源構成を―何だっ

たか分からないんですけど、100％にすると。化石燃

料をみんな取っ払うという方針らしいんですけどね。

その中でオアフ島という島があるんですが、今現在、

代替エネルギーが70％まで行っているらしいんです

よね。これはいい例じゃないかと私は思っているん

です。本島以外の有人島は代替エネルギーで賄うと。

先行でさっき言っていた波照間とかありますよね。

だから、そういったことを早めに取り組んでいくと

いうことにして、ちょっと大きいところは少し遅れ

るはずですけどね、取り組むべきことは小さい有人

島からまず着手するという形で進めていただきたい

なと。

今、具志川でしたかね、バイオマス電力ですか。

あれは沖縄電力のでしょうか、違いますか。あれは

ヤシの殻をやるらしいですけどね。沖縄本島の周囲

にはそれの材料になるようなものが私はあると思っ

ているんですけれどね。例えば、クバを材料にでき

ないかといろいろ考えているんですけれど、その辺

も含めて県と取り組んでほしいと思いますが、それ

はどうですか。

○本永浩之参考人 御質問ありがとうございます。

まず最初にハワイの話が出ましたので、ハワイの

話からさせていただきます。確かにハワイは人口と

か、発電の規模とか当社と似通ったところはござい

ます。ただ、いわゆる陸地の面積を比べた場合に、

ハワイの場合には沖縄に比べると７倍以上の陸地面

積があるというふうに伺っていて、さらにハワイ島

は火山がございます。そこでは地熱発電という再生

可能エネルギーができるような環境になっていて、

沖縄と比べると再生可能エネルギーが導入しやすい

前提がそろっているというのがございます。それと、

ハワイの場合には電源構成がこれまでは化石燃料は

石油一辺倒でしたので、燃料価格が高騰する前です

けれども、沖縄の電気料金と比べても1.3倍ぐらいの

料金の割高になっていたというふうに伺ってます。

そうすると、自分の家に再生可能エネルギーを入れ

たほうが安くなるというような状況もあって、沖縄

に比べると再生可能エネルギーの導入が進んでいる

という状況だというふうに考えているところがござ

います。

バイオマス燃料については、我々も石炭火力発電

所の中に県内で出てくる建築廃材を全てペレット化

して混焼しております。こういう県内で出てくる地

産地消のバイオマス燃料を基本的には使うのがいい

ことだろうなと思っています。今後、バイオマス燃

料の拡大をしていくに当たっては、先ほどクバの葉っ

ぱとかということをおっしゃいましたけれども、県

内で地産地消できるような草本系の植物を何とかバ

イオマス燃料に変えていけないかなということで今

琉球大学とネピアグラスですとか、サトウキビとか、

ソルガムとか、そういった植物をバイオマス燃料に

できるような研究を一緒に進めているところであり

ます。

○上里善清委員 最後に、燃料高騰に左右されない

ような電源構成をつくっていかなくてはいけないと

いうのが沖縄の電気に関わる問題だと思いますので、

努力して――これは行政ともタイアップしてやらな

いといけない話ですので、これから強烈に取り組ん

でいただきたいというふうに思います。

以上です。

○比嘉瑞己委員長 上里善清委員の質疑は終了いた
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しました。

瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 本日、県議会の参考人招致に応

えて出席していただきありがとうございます。日本

共産党県議団として参考人質疑を行います。

今、あらゆる商品が値上がりして県民の暮らしは

大変厳しいものがあります。物価高騰であらゆる産

業、中小業者が厳しい経営環境にあります。全国一

高い沖縄の電気料金に、全国一の大幅値上げが実施

されると、高齢者や生活保護利用者、失業者、無年

金者など生活困窮者へ及ぼす影響は計り知れません。

今、庶民の暮らしは大変です。弁当や惣菜、パンや

野菜など賞味期限切れなどで値札が変わる夜の時間

帯を待って食品の買い物をする。バーゲンセールで

まとめ買いをする。風呂は３日に１回に減らすなど

節約・節電で何とか暮らしている方々がいます。県

民所得は全国平均の７割、貧困率は日本一の沖縄で

コロナ禍の疲弊する経済と暮らしの大変な状況に拍

車をかけるのではないかと危惧しています。沖縄県

議会に対し一般社団法人沖縄県婦人連合会からは、

電気料金の大幅な値上げに反対するよう配慮しても

らいたいとの陳情が提出されております。

今回の大幅値上げ申請について、県民生活や企業

活動に及ぼす影響についてどういう認識なのか、伺

います。

○本永浩之参考人 今回、全体で40％に上る料金の

値上げということで、県経済に与える影響も非常に

大きいものだというふうに感じております。当社の

料金の値上げについては家庭用のほうで39.3％の値

上げになります。足元8800円程度から１万2000円を

超える水準まで上がっていきますので、家庭に与え

る影響は非常に大きいという認識は持っております。

そういう中で、国としてもこの物価対策の激変緩

和ということで約20％支援していただけることにな

りました。先週の県、国の独自の支援策も約10％削

減していただけるということで、以前に比べると実

質の負担額が10％程度に緩和されるというのは非常

に我々としてもありがたいことだと思っているとこ

ろです。加えて、足元の燃料価格が現在落ちてきて

いるというお話もさせていただきました。これにつ

いては、多分５月から６月ぐらいにかけては燃料費

の調整制度の下でマイナスということで電気料金に

も反映されるんじゃないかなというふうに期待をし

ているところです。我々としてもなるべく安い料金

水準に戻っていくことを願っているところでござい

ます。

○瀬長美佐雄委員 去る１月30日に公聴会が行われ

たという記事もありました。意見陳述人による意見

陳述では、どのような意見が述べられたのか伺いま

す。

○本永浩之参考人 １月30日に公聴会を実施いたし

ました。沖縄の場合には、３名の方が意見を述べる

ということで参加をしていただきました。お一人の

方からは、やはりその40％の値上げというのは非常

に大きいので、何とか段階的に値上げをする方法が

ないでしょうかというお話をいただきました。もう

一人の陳述人からは、やはり将来に向かってはカー

ボンニュートラルを進めていくべきですというお話

と、こういう中にあって、先ほども、どなたかから

ありましたけれども、やっぱり従業員のモチベーショ

ンの観点からは、若い人たちをもっと積極的に登用

する方法を考えてもらいたいというお話でございま

した。３番目の方は、今の国のエネルギー政策につ

いては反対という御意見だったかと思っております。

○瀬長美佐雄委員 先ほど述べていただきましたが、

ある意見陳述人からは段階的に何とかできないのか

という、やっぱり思いが表明されました。これにつ

いては検討――かなうのか、かなわないのか、どう

なんでしょうか。

○本永浩之参考人 本来、上限価格というのがなけ

れば電気料金というのは段階的に上がってきていた

はずなんです。しかし我々は去年４月からその上限

価格を据え置いたまま、本当はこれだけ燃料価格は

上がっているんですけれども、上げずにずっと１年

間何とか持ちこたえてきたんですね。それが一気に

この上限価格が外れてしまうことになって、やはり

上昇幅が大きくなるという状況がございます。先ほ

ども申し上げましたように、何とか上げずに踏ん張っ

てきたんですけれども、このままでは476億の超過分、

今年度の決算も500億を超える赤字というような状況

の中ではやはり安定供給を守るためにはもう限界が

来ているのかなと。企業努力ではもう限界かなとい

うことで、今回の値上げを申請させていただいてい

る次第でございます。

○瀬長美佐雄委員 ありがとうございます。

あと、この公聴会の議事次第を読みますと、パブ

リックコメントに寄せられた県民の声が紹介されて

いました。これについて暮らしの実態を反映された

意見が多かったかなと思いますが、そこに対する受

け止めについて伺いたいと思います。

○本永浩之参考人 パブリックコメントの中ではや

はりもっと経営努力すべきですとか、人件費を削減
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すべきですとか、様々な意見を頂戴したと思ってい

ます。今日、県議会議員の皆様からいただいた御質

問と同じような形でいろいろな意見を頂戴する機会

だったと思っております。こういったお客様の声を

真摯に受け止めて、なるべくお客様の御負担が増え

ないような形を――我々としてもいろいろな省エネ

の提案ですとか、そういう電気の効率的な使い方と

か、お客様に寄り添った御提案をこれからは一生懸

命やっていきたいというふうに考えておりますので、

御理解賜りたいと思っております。

○瀬長美佐雄委員 このパブリックコメントに寄せ

られた国民の声には、もう困窮生活の私にとって死

活問題だと。はっきり言って生活できませんと。夏

場の節約による熱中症など生命に関わる問題が出て

くることはもう確実ですという、悲痛な訴えだと思

います。生きていけないというこの悲痛な訴えに応

えて、とりわけ困窮世帯に対する何らかの対応がで

きないものかというふうなことで伺いたいと思いま

す。

○本永浩之参考人 生活の苦しい方々とか、そういっ

た声を本当に頂戴しております。電気料金はそうい

う観点も含めて３段階の料金制度というのを取って

おります。第１段階の料金が安い段階で、また第２段

階になると使用料が増えるに従って上がっていく、

そして使用料が多くなればなるほど料金が上がって

いくというような仕組みでなるべく生活困窮者に負

担がいかないような料金制度となっておりますので、

御理解をいただきたいと思っております。

○瀬長美佐雄委員 意見陳述の中にも配送電の事業

も一体として取り組まれている沖縄電力としてはや

むを得ないという意見も陳述人からも拝見されます。

ただ、今回電気料金が約４割も、全国に比べて大幅

な値上げになったという事実があります。この点に

ついては値上げ幅を抑えるために特段の手だても

取った結果なんですということなのか、よそに比べ

ても大幅になったという、その要因について伺いた

いと思います。

○本永浩之参考人 先ほど冒頭の説明でも申し上げ

ましたけれども、今回、燃料価格の上昇が値上げの

最たる要因ではあるんですけれども、我々は今回の

この燃料価格の上昇分をそっくりそのまま値上げに

反映したわけではありません。先ほども申し上げた

ように、そこからほかの費用項目全て洗い替えをし

てトータルで136億円の原価圧縮を行っています。で

すから、そういったことも踏まえますと、今回の料

金値上げというのは燃料価格の高騰によるところで

はあるんですけれども、我々の最大限の努力という

ことでこれだけの効率化を織り込ませていただいて

おります。

ほかの電力と比べて値上げ幅が大きくなってると

いうところは、これはその電源構成の差にもよると

思っております。ほかの電力会社のことは詳細まで

は存じ上げないんですけれども、当社の場合には今

回石炭のウエートが約65％ございます。今回の資源

価格の高騰の中でやはり石炭価格の上昇がほかの燃

料に比べると大きいというところがあります。やっ

ぱり約５倍、６倍ぐらいの価格に跳ね上がっており

ますので、その影響が今回はほかの電力と比べると

大きく出たのかなというふうに考えております。

○瀬長美佐雄委員 そうですね。水力発電に比重の

大きい電力会社もありますし、一概にはできないだ

ろうとは理解します。

この電力――先ほど少し値下がりしている傾向が

ありましたが、この料金を引き下げるというふうな

判断に至る何らかの基準はありますか。このぐらい

の額になれば引き下げられるだろうということの関

係ですが、どうでしょうか。

○本永浩之参考人 燃料価格の動向は全て毎月の統

計に従って価格に反映されますので、下がったら下

がった分全て反映されます。ですから、今の足元の

燃料価格が下がっている分は――これは３か月ぐら

いのタイムラグがありますけれども、それ以降に料

金に反映される制度だというふうに御理解をいただ

きたいと思っています。

○瀬長美佐雄委員 公聴会の中で、ある陳述人から

一つはカーボンニュートラルの積極的な投資の確保

を求める意見が述べられておりまして、沖縄電力が

進めるカーボンニュートラルの計画には期待をして

いるという観点で、再生可能エネルギー導入のため

の系統設備への投資枠の確保、そして幅広いパート

ナーシップの構築に取り組んでいただきたいという

要望がなされていました。沖縄県はクリーンエネル

ギー・イニシアティブを2021年３月に策定していま

して、2030年度の沖縄の将来像――低炭素で災害に

強い、沖縄らしい島しょ型エネルギー社会を目指し

ていると。この県の目標に照らせば全国的に遅れて

いる沖縄県内の再生可能エネルギーの資源比率を高

めると。エネルギー自給率も向上するという点でも

沖縄電力さんの協力が必要不可欠だと思いますし、

先ほどカーボンニュートラルの計画の概要について

は述べられましたが、新電力も20社参入してきてい

るということで競争ですと。ただ、この陳述人が述
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べたのは幅広いパートナーシップでみんなと共存・

共栄でこのクリーンエネルギー社会を目指そうとい

うそこら辺の観点が大事かなと思いますがどうで

しょうか。

○本永浩之参考人 瀬長委員おっしゃるとおり、カー

ボンニュートラルの取組は何も我が社だけでできる

ものではないというふうに思っております。そうい

うことも勘案して当社では県をはじめ、今幾つかの

市町村、それと企業も沖縄銀行さん、琉球銀行さん、

海邦銀行さんとも脱炭素に向けた協定を結ばせてい

ただいておりますし、一般企業ではりゅうせきさん

とか、拓南製鐵さんとかも我々と協定を結ばせてい

ただいたところです。そういうふうにパートナーシッ

プの輪を広げていって、全体でこのカーボンニュー

トラル、脱炭素化に向けた取組をやっていくことが

重要だと考えております。

○瀬長美佐雄委員 その促進を図る上では、スケー

ルメリットが効かない沖縄で地産地消の取組という

幾つか例もありますが、これらを進める上で何が求

められているのかと。先ほど技術革新と財政支援を

とありましたが、その財政支援を受ける上で何がど

れだけ必要だからその支援が欲しいということなの

か伺います。

○本永浩之参考人 先ほどは例を挙げて琉球大学と

の共同研究の話をさせていただきましたけれども、

やはり共同研究を前に進めていく上でもその実用化

に向けた取組として何が必要かというのがこれから

出てくるかと思います。そういうものを県をはじめ、

いろんな関係者も含めてこれが実現できるような取

組を考えていきたいと思っております。

○比嘉瑞己委員長 瀬長美佐雄委員の質疑は終了い

たしました。

仲村未央委員。

○仲村未央委員 日頃から非常に地理的・地形的な

高コスト構造を抱えながら安定供給、特にユニバー

サルのサービスに取り組まれていることに敬意と感

謝を申し上げます。

それでお尋ねいたしますけれども、この間、沖縄

振興の関連税制として、石油石炭税、それから固定

資産税は県の答弁によると、これまでの累計643億

円っていうのを先日答弁いただいたところですけれ

ども、この効果ですね――節税というか、この沖縄

振興関連税制としてもたらされてきたその意義とか

効果というのはどのようなことになっていますで

しょうか。

○本永浩之参考人 今委員がおっしゃった石油石炭

税ですとか、固定資産税の特例措置というのは沖縄

の構造的不利性に基づくものの措置だというふうに

考えております。沖縄の場合にはやはり本土の電力

ネットワークと結ばれていない、系統がつながって

いないということもありますし、多くの離島を抱え

ていると。その離島に対してはユニバーサルサービ

スで全て同一の料金を供給しているということもご

ざいます。小規模なのでなかなかスケールメリット

が効かない、こういった構造的不利性の解決の一助

として税制の優遇措置という支援を受けていると思

います。その分に関しては、やはりそういう構造的

な不利性は、供給コストが上昇する要因にもなりま

すので、それを抑制する効果として、電気料金の上

昇幅を抑えるという形でこれまでの減免措置は全て

県民に還元されております。

○仲村未央委員 そうなると、今全て既に電気料金

の低減化に貢献をして、これは還元済みだというこ

とになると、余力を持ってこれを再生可能エネルギー

の必要な投資に回すとか、そういったことには回ら

ないというか、この節税分というのは完全にコスト

を解消して、さらに直接還元されているということ

で、これは再エネ化への投資など別のものに置き換

えることはできないということですか。

○本永浩之参考人 今の優遇措置から再生可能エネ

ルギーへの投資とか、そういったところへの原資と

いうわけではございません。我々は電気事業という

事業を経営する中でやはり利益も必要になってきま

す。その利益を生み出しながら必要な設備投資、安

定供給を維持するための修繕といったものに充てて

いくわけなんですけれども、そういう中で再生可能

エネルギーを進めていくに当たって必要な設備投資

は行っていきます。やはりスケールメリットが効か

ない分、ほかに比べると沖縄はどうしても割高にな

るというようなケースの場合には、国とか県の財政

的な支援だとか、政策的な、何とかこの導入が進む

ような政策的な援助といったものも調整しながら

やっていくことになるかと思っています。

○仲村未央委員 再エネ化というのが非常に県民が

期待するところでもあり、また沖縄にとっては特殊

事情を抱えるだけに、よっぽど今の燃料高騰問題が

あろうと、ある意味なかろうと、非常に電気の自給

率をどう上げていくのかとか、今ある多くの系統を

抱えた離島のコストも含めてどう支え、下げていく

のかという意味では非常にこの自給率を高めていく

という可能性は大きな追求だと思うんですよね。

それで先ほど皆さんの18ページの電源構成があり
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ました。全国的な平均を見れば火力以外の電源を持っ

ている―水力とか、原子力とかある中で太陽光が14％

から16％ということになっているんですが、沖縄県

の現状の太陽光というのは何％なのか。それから

2030年モデルを達成しようとするときに、この太陽

光というのはどれぐらいのシェアを持っていなけれ

ば―要は、2030年モデル、あるいは2050年モデルに

到達することになるのか。そこら辺の目標値なり、

見通しがあればお尋ねをいたします。

○本永浩之参考人 太陽光の導入割合というところ

でいきますと、今の当社の電源構成からいくと10％

未満になります。沖縄の場合にはメガソーラーとい

う大規模な太陽光を設置するような陸地の面積とい

うのがそんなに多くはございません。ですから、な

かなかその太陽光も導入しづらい環境にはあるんで

すけれども、沖縄においても今約45万キロワットの

太陽光の設備が入ってきています。我々が今それを

解決しながら導入拡大していくには、当社のサービ

スとしては屋根の上に無償で設置をさせていただい

て、そこから電気を使ってもらう、かりーるーふと

いう事業を始めています。沖縄の場合はどうしても

台風が来ますので、台風が来たときにも非常災害の

対応ができる蓄電池も一緒に初期コストがかからな

いような形のサービスを今進めていて、おかげさま

で今300件余りの活用をいただいていますけれども、

これを家庭用だけではなくて事業用の――例えば学

校の屋根ですとか、倉庫の屋根ですとか、そういっ

たところにも展開していきながら太陽光の割合も増

やしていきたいなというふうには考えております。

○仲村未央委員 要はなぜ太陽光を特段聞くかと言

うと、当面2030年、もう間もなくですのでこれを目

指す上で再生エネルギーを上げていくとなると実質

的には太陽光が一番可能性が高く、それ以外のもの

を短い期間で2030年の30％削減を達成するには、な

かなか取り得る手段というのは限られているのかな

と。それで聞いているのですけれども、この太陽光

の普及、あるいはほかの再エネの電源を取っていく

何か可能性というのは、何か別のものもあれば取組

のさらに次の想定をお尋ねしたいんですけれども、

どのようにお考えでしょうか。

○本永浩之参考人 繰り返しになると思いますけれ

ども、太陽光は先ほど言ったように屋根の上に置く

ような形で導入を進めていきたい。もう一つはやっ

ぱり風力なんですけれども、風力の場合には台風に

耐えられるだけの風車の建設を探していく必要があ

ります。ですからそこはこれからまだブレークスルー

しないといけないところなんですけれども、そこも

やらないとなかなかこの再生可能エネルギーの比率

というのを高めていけませんので、何とかそこを打

開していきたいというふうに考えています。それと、

先ほど委員からも御質問があったように、やっぱり

バイオマス発電、それも県産の地産地消できるバイ

オマス燃料を県内で確保するというのも大事なこと

だと思いますので、それについても実用化できるよ

うに琉球大学との研究もスピードアップしながら進

めていきたいと思っております。

○仲村未央委員 最後に、この今の取組を特に難し

い沖縄で、高コストなところで進めるためのもっと

必要な政策、支援などを国、県に求めていくとした

ら、今何を当面お考えでしょうか。

○本永浩之参考人 こういう政策を進めるに当たっ

ては、県の商工労働部といったところと御相談させ

ていただきながらいつもやらせていただいています

ので、そういったところからの御助言とか的確なア

ドバイスをいただきながら進めていきたいと考えて

おります。

○比嘉瑞己委員長 仲村未央委員の質疑は終了いた

しました。

平良昭一委員。

○平良昭一委員 ２点ほどお聞かせ願いたいと思い

ます。

今回の値上げの背景には単なるウクライナの情勢

によるエネルギー価格の高騰や為替レートの円安と

いった経営の努力に及ばない部分もあったと思いま

す。しかしですね、これまで沖縄電力さんが化石燃

料のみに依存して電源の多様化といった、いわゆる

経営努力を怠ってきたんじゃないかなという県民の

意見もたくさんあります。今回の県民に大きな負担

増を強いることへの経営者、経営責任をどう県民に

説明をしていくんでしょうか。

○本永浩之参考人 先ほども資料で御説明させてい

ただきましたけれども、昭和63年以降、電気料金は

暫定引下げを含めて12回料金の変更をさせていただ

いております。当時は石油火力からの脱却というの

が大きな経営課題で、燃料の多様化を行っていくと

いうのが経営課題でした。そういう中において石炭

火力の導入、ＬＮＧ火力の導入、こういった中で沖

縄の電気料金の水準を引き下げてきたということが

ございます。

再生可能エネルギーについては、まだ導入拡大と

いうところでは、やっぱり日本全国の課題でもあり

ますし、今普及していくのは固定価格買取り制度に
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基づいてフィットの価格で購入するという中で広

がってきている部分もございます。再生可能エネル

ギーを導入していくに当たりましては、やはり自然

変動電源でもありますので、それを需給のバランス

を取りながら、安定供給を確保しながら導入を進め

ていくことが大事になります。この再生可能エネル

ギーの自然に変動する電源のバックアップをするの

は、今火力発電です。ですから火力発電でこれを調

整しながら導入をしていくということが重要になっ

てくると思いますので、こういったことを我々とし

ては進めてきておりますし、またその化石燃料から

の脱却については、この燃料価格が上がる前から、

2019年12月にカーボンニュートラルへの取組も公表

し、それに向けた取組を今進めているところでござ

います。

○平良昭一委員 2022年４月に対策委員会を設置し

てきましたよね。それ以前からそういう化石燃料の

値上がりというのは当然予想されていたことだと思

いますよ。しかしここに来てほかの電力会社―いわ

ゆる東北・中国・四国・九州辺りの値上げの幅より、

沖縄電力さんのほうが月額の値上げ額がかなり多い

んですよ。3000円台になるのは沖縄電力さんだけな

んですよね。そういう観点からすると、この対策委

員会の設置というものが本当に県民の立場の中でや

られてきたかというのは少し疑問を持たざるを得な

いと思うんですよ。そういう点からどうお考えです

か。

○本永浩之参考人 我々が設立した昨年４月の緊急

経営対策委員会というのは、その当時足元で燃料価

格の上昇がありましたので、やはりその緊急的に当

社としてどういう対策ができるのかという観点から

対策を行ってきたものです。そして、これは速やか

に対策を行って、先ほど表に書かせていただいた役

員報酬の削減をはじめ、燃料費の削減、収入面での

取組、本当にありとあらゆる対策をやってきたとこ

ろであります。

委員がおっしゃるように、沖縄電力の上がり幅が

ほかの電力と比べて大きいじゃないかということに

ついては、先ほども電源構成の違いをお話させてい

ただきましたけれども、当社の場合には石炭火力の

ウエートが大きいと。今回、燃料価格が一番上がっ

たのは、これまで一番安かった石炭がこれだけの上

昇をしたということであります。これまではカロリー

等価で比較しても、石炭価格が仮に１だとしたら、

ＬＮＧの価格は２です。石油の価格は４ぐらいにな

ります。ですから、この石炭というのは安定して経

済性が最も優れた電源として我々活用してきており

ます。この石炭が今回の燃料価格の上昇下において

は、一気に５倍にも跳ね上がりましたので、それが

カロリー等価で比較をいたしますと、ＬＮＧや石油

よりも高い燃料になったという事情がございます。

ほかの電力と比べるとやはり当社の場合は原子力も

水力もない電源構成の中での比較になりますので、

その分影響を受けたのかなというふうに私は分析を

しております。

○平良昭一委員 他府県あるいは他の電力について

電源の構成が違うと。これは仕方がないことかもし

れませんけれども、そうであれば化石燃料の依存に

よって現状でも一番ほかの電力よりも高いわけです

から今回の大幅な値上げによってさらに県民の負担、

料金は高くなっていくのはもう目に見えているわけ

です。今、国からの支援あるいは特別高圧事業者は

県が独自に支援をしてくれているような状況があり

ますが、これがいつまで続くか分からないという中

で、やっぱり今後沖縄電力がどう会社を更生させて

いくのか、格差を是正していくのかというのは県民

に示していかないといけない責任があると思うんで

す。そういう観点からすると、これからの沖縄電力

さんの具体的な対策を示すことはやっぱり必要にな

ると思うんですけど、その辺いかがでしょうか。

○本永浩之参考人 これからの対策については、先

ほどから何度も御説明をさせていただいているとお

り、資料の中でも2050年に向けてはカーボンニュー

トラルに向けた対策をしっかりやっていきたいとい

うお話をさせていただいております。我々も今の電

源構成がベストだとは思っておりません。やはりそ

こから燃料価格の動向に左右されないような強固な

経営基盤を確立していくためには、そういう電源構

成に変えていく必要があると思っております。です

ので、今後は再エネの主力化も必要ですし、水素・

アンモニアといったＣＯ₂を排出しない電源の確立も

必要だと思ってます。やはりそういう水素・アンモ

ニアという火力も再生可能エネルギーを導入するに

当たっては将来の電源を調整する役割を担っていく

ことにもなりますので、そういったところのバラン

スを取りながら電源構成というのは考えていきたい

と思っています。

○平良昭一委員 今日の参考人招致をするというこ

とがマスコミ等の中で出たときに、県内で皆さんが

進めてきたオール電化、いわゆる住宅のですね。そ

れを建築した方々から電話があったんですよ。やっ

ぱり電気に頼るような生活がこれで駄目になるのか
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という不安を感じているわけですよね。それでいろ

んな電力会社を調べてきているんですよ。同じ国内

で全部国民が支援されているのに九州電力さんは今

回上げないというような話をされているんですけど、

私には。そういうこともあり得るんですか。会社で

も違うんですか、国内の。この辺は分かりませんか。

○本永浩之参考人 確かに九州電力さんは今のとこ

ろ電気料金の値上げについては申請をしておりませ

ん。九州電力と当社の違いを申し上げると、九州電

力は今原子力が玄海発電所と川内発電所と両方で

４基動いている状況です。ですので、原子力がこれ

だけ再稼働で動いている中で燃料価格の影響も当然

受けていると思いますけれども、九州電力の報道資

料を見ると何とかそこで踏ん張っているということ

が伺えます。確かに、その九州電力と比べますと、

今回料金の値上げを申請している７社――当社以外

のほかの電力も原子力を保有しておりますけれども、

まだ再稼働を果たしていないところですので、ここ

が大きな違いになっているんじゃないかなと私は分

析しております。

○平良昭一委員 先ほどのゼロミッションの話もあ

りますけど、これが2050年までというようなことで

あれば、そこまで県民が耐え得るかなと、単純にそ

う考えてしまうんですよ、県民の皆さんは。そうで

あれば、頼るのはもう国か、県かとなってしまわな

いような努力を皆さんはやっぱりやっていただかな

いと困るだろうなと思っていますので、その辺の意

気込みを最後に聞かせてください。

○本永浩之参考人 すみません、先ほど私の説明が

足りなかったかもしれませんけれども、2050年のカー

ボンニュートラルに向けては、中間年ではないです

けれども、2030年のジャストトランジションという

ことで、2030年に向けても我々としては基準年から

マイナス30％のＣＯ₂の排出削減を目指していくとい

う目標を掲げております。そこに向かっていくため

には新たな取組としてＬＮＧの導入を拡大していく

ということと、県産のバイオマスも拡大していかな

いといけないと思ってます。先ほどから申し上げて

います太陽光の屋根置きの事業の拡大、そして風車

―ここは難しいところなんですけれども、沖縄の台

風にも耐えられるような風車の導入拡大。こういっ

たものを果たしていきながら、今の電源構成も変え

ながら、なるべくその燃料価格に左右されないよう

な強固な経営基盤を目指していきたいと考えており

ます。

○比嘉瑞己委員長 平良昭一委員の質疑は終了いた

しました。

上原章委員。

○上原章委員 よろしくお願いします。今日は本当

に御苦労さまでございます。

まず、今回の上げ幅が非常に、先ほど来いろんな

質疑の中でもありましたけど、全国一高いというこ

の背景がどうしても多くの県民の中にしっかりその

辺の説明をいただきたいということで、先ほど来こ

の１年間皆さんは上げ幅を抑えてきたと。１年間上

限価格を据え置いてきたというお話がありました。

他の電力はこの１年同じように据え置いたところも

あったんでしょうか。

○本永浩之参考人 上限価格を突破したのが一番早

かったのは北陸電力だったというふうに見ておりま

す。北陸電力の場合は―すみません、ちょっと不確

かかもしれませんけれども、昨年４月ではなくて１月

とか12月ぐらいに上限価格を突破した状況だったと

思います。我々と同じように４月から上限突破して

いるところが……。すみません、我々と同時期に上

限価格を超過した会社もあるんですけれども、今そ

の会社がどこかというのは調べてもらっているとこ

ろではありますけれども、そのようにほかの会社も

昨年４月以降に上限価格を突破している状況だとい

うふうに認識をしております。

○上原章委員 今回の高騰については、本当に世界

的な形になっておりますけど、令和４年の決算で先

ほどの説明で約500億―476億の純損失が出るという

見通しになったと。直近の３年間ぐらいの純利益、

純損失のもし数字があれば教えてもらえますか。

○本永浩之参考人 先ほどの御説明資料の５ページ

に直近の経常利益の推移を掲載しておりますけれど

も、2021年度は燃料価格の上昇の影響が出てきたと

ころなので、５億円の経常利益しか計上できており

ませんが、それ以前は2020年度で89億、2019年度で

73億、2018年度で37億という経常利益を計上させて

いただいております。

○上原章委員 順調に、経営努力もあってこれだけ

の純利益も計上していると思うんですが、今回１か

ら５倍になる高騰を考えるとどうしても県民への値

上げを踏み切るしかないというお話がありました。

それで、今国や県も様々な軽減策を打ち出していま

すけど、今回の上げ幅を見ると月約78億の皆さんの

上げ幅で県民の影響が出るという数字も出ておりま

すけど、これ月78億、そして今回の500億近くの赤字

が今見込まれるという部分での試算の根拠というか、

これだけの値上げ幅にするしかないという根拠があ
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れば教えてもらえませんか。

○本永浩之参考人 これだけの値上げ幅にする根拠

というのは、先ほど総原価の資料をスライド11で示

させていただきました。これでいきますと、右側の

棒グラフですけど、総原価が2170億になります。こ

れは先ほど申し上げました燃料費をはじめ、いろん

な費用を積み上げた結果であります。これを今の料

金の原価と比較すると、40％の値上げ幅になってい

るということでございます。

○上原章委員 １年間何とか皆さん背負ってきた部

分も加味しての値上げということになるんですか。

○本永浩之参考人 先ほどから申し上げましたよう

に、１年間超過した分を負担した分が476億という話

をさせていただきました。その燃料価格を反映した

燃料費ではなくて、この燃料費の中には先ほど電源

の構成比の違いをお話ししましたけれども、そういっ

た効率化というんですか、原価を下げる部分もあり

ますので、そういったものを加味した形での申請に

なっております。

○上原章委員 ３年間で年45億――約130億努力して

効率化を目指しているということも評価したいと思

います。

あと、先ほどお話がありましたけど、国、県は９月

までを今回の激変緩和策、あと今回の104億円の支援

ということを決定しておりますが、改めて今後皆さ

んの上げ幅がいつまで続くか、やっぱり県民にはしっ

かり―為替とかが落ち着いてということだと思うん

ですけど、これ見通しはどうでしょうか。

○本永浩之参考人 為替ですとか、燃料価格の動向

を予想するのは非常に難しいんですけれども、先ほ

どから申し上げましたように、足元の燃料価格は落

ち着いた―落ち着いたといってもまだ石炭で言うと

200ドルのレベルにありますので、そこまで下がって

きたというところはございます。ですから、現状の

料金水準よりは引き下げた形での料金水準になると

いうふうに５月、６月以降ですね、そういう予想は

しておりますので、なるべくそういう状態が長続き

することを私としても願っております。

○比嘉瑞己委員長 上原章委員の質疑は終了いたし

ました。

當間盛夫委員。

○當間盛夫委員 よろしくお願いします。

沖縄県は皆さんの株式を５％保有している株主と

いうことでありますが、全国一県民所得が最も低い、

そして最も高い電気料金を払っていると、払わざる

を得ないということは、我々エネルギー政策の失敗

だなと。このエネルギー政策の失敗ということで県

民に負担を多くかけてしまっているということは我

々県議会も反省しないといけない、責任を痛感して

いるところでもあります。

今回の値上げ申請は、やはりさらなる構造改革で

あり、資産の売却であり、また先ほどからあります

ように原価価格が下落傾向にあるわけですからそれ

をしっかりと見直しをして申請額はやはり社長、３分

の１に抑えて申請することが私は大事だというふう

に思っておりますが、質問をさせてもらいます。

値上げ改定で影響額、先ほどもありましたが月額

78億、全体からすると800億の負担増になると言われ

ております。県経済の影響額も約2100億という試算

額もありますが、値上げ申請の修正を行うべきだと

いうふうに考えますが、どのように思われますか。

○本永浩之参考人 先ほどから申し上げているとお

り、燃料価格の上限価格を超過した分がかなりの金

額に上っていて、これ以上負担するのは安定供給に

も支障を来しかねないという判断で11月28日に申請

をさせていただいたところです。ただ、岸田総理も

今の世界的な物価高、足元のそういった状況を踏ま

えてもっとその料金審査については厳格にすべきと、

今の足元の燃料価格も踏まえた上でやるべきではな

いかといったお話も出ているところです。それにつ

いては我々も電気事業者としては重く受け止めてい

るところで、そういった審査の動向も真摯に対応し

ていきたいと思っております。

○當間盛夫委員 先ほども平良委員からありました

が、九州電力が今回値上げしないと。そして、沖縄

電力との差が月約5000円があるわけです。それで30年

間の九州電力と沖縄電力の電気料金を比較すると、

約6000億の沖縄県民の負担増の試算があるというふ

うに言われておりますが、この認識をどのように取

られていますか。

○本永浩之参考人 先ほども申し上げましたように、

確かに値上げの申請をしない九州電力と沖縄電力と

では料金の差が出てきているというふうに認識はし

ております。これは値上げ申請をしているほかの会

社も同じように値上げ申請をしていない会社とは大

きな格差が出ているところだというふうに認識して

おります。これについては先ほども申し上げました

ように、やはりその原子力が再稼働しているところ

は、何とか今値上げを申請しないで踏ん張っておら

れる状況かなということだと思います。

今、當間委員から過去も九州と差があったじゃな

いかと。その金額が6000億に上っているんじゃない
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かという御指摘を頂戴いたしました。九州電力さん

は原子力をはじめ、水力・地熱といった再生可能エ

ネルギーを有している企業です。沖縄の場合にはど

うしてもそういう水力ですとか、原子力を地理的・

地形的な観点からなかなか導入することができませ

ん。そういったことですとか、先ほどから申し上げ

ているネットワークが本土とつながっていない、離

島を多く抱える、規模もほかの電力と比べると10分

の１ぐらいにしかならないというようなスケールデ

メリットもございます。そういった中でやはり本土

の電力と比べて差が出ている部分もあるかと思いま

す。一方で、原子力の被害があって、ほかの本土電

力の原子力が止まったときには、やはりほかの電力

さんも全て化石燃料に依存するような電源構成にな

ります。そのとき当社の電気料金の比較ではほぼ同

水準ぐらいの料金になった時期もございました。や

はり原子力が稼働している、していない、それが料

金に与える影響というのは結構大きいものがあると

いうふうに認識しております。

○當間盛夫委員 先ほど、税制の優遇策等々は、電

気料金の低減にほとんど使っているというお話では

あったんですが、沖縄電力さんがこれまで特別損失

に使われた額というのはお答えできますか。

○本永浩之参考人 特別損失の額―少しお時間いた

だけますか。連結決算を導入したのが1994年度です

ので、それ以降の連結決算における特別損失という

ことで、まず平成11年度は退職給付の計上基準の変

更によるもので34億の特別損失を計上しております。

平成18年度はＦＴＴＨ―光ファイバーの事業、ＯＴ

Ｎｅｔ関連の資産の減損ということで10億強の減損

がございます。平成20年度ですけれども、連結子会

社カヌチャコミュニティに係る資産の減損というこ

とで10億の特別損失というのが過去にはございます。

○當間盛夫委員 本永社長、せんだって沖縄振興策

のざる経済ということでこれからいろいろと提言を

出してくるということのお話がありました。今言っ

た税制だとかいろんな優遇策がある中で、この沖縄

電力を含めたその部分が最もざる経済だという県民

の声もあるんですが、このざる経済というのを社長

としてどう捉えられていますか。

○本永浩之参考人 私はそのときにざる経済という

表現を使った記憶はないんですけれども、私がその

ときの協議会の記者会見で申し上げたのは、なるべ

く県内で資金が環流するような仕組みをつくり上げ

ていきたいと。そこにやはり地元企業がしっかり関

わることで沖縄の経済を大きく、強くしていきたい

というお話をさせていただきました。

○當間盛夫委員 カーボンニュートラルのお話も

2019年にあったという中で、しかしエネルギーバラ

ンスで皆さん再エネの抑制をするわけですよね。抑

制をする中でこのカーボンニュートラルを進めると

かいうことであるんですけれど、また予算的なもの

は社長からの答弁を聞くと国依存に聞こえてくるん

ですけれど、本気になって再生エネルギーというこ

とを取り組んでいかなければ、またさらなる沖縄の

県民負担になってくると思うんですが、改めてこの

取組。

○本永浩之参考人 再生可能エネルギーの抑制とい

うことも現在足元で行われるような状況になってお

ります。なぜかというと、電気の場合には需要と供

給を瞬時瞬時でバランスを取らないといけません。

再生可能エネルギーの場合にはやはり自然変動電源

ですので、自らそれを調整する機能がないわけなん

ですね。沖縄の場合には先ほども申し上げましたよ

うに、45万キロワットの再生可能エネルギーが既に

導入されています。正月から春先にかけて沖縄はエ

アコンを使わなくても非常に過ごしやすい時期がご

ざいます。そうすると、電気の需要というのは少な

くなるんですね。しかしその太陽光は―先ほど申し

上げました45万キロワットの設備はやはり天気がい

いと全て発電してきますので、そうすると我々の火

力発電の出力を絞っていかないといけないです。こ

の出力を絞るにもやっぱり最低限のレベルというの

がございまして、そこでどうしても下げないといけ

ないという状況まで再生可能エネルギーが発電しま

すと、これ以上火力を下げることができない場合に

再生可能エネルギーの抑制をお願いすることになり

ます。実際、今年の１月１日に再生可能エネルギー

の抑制を実施させていただきました。これはあくま

でも需要と供給のバランスを取るために必要な措置

としてやらせていただいたところでございます。た

だ、そういったことも考えながらやはりその再生可

能エネルギーを導入拡大していくに当たっては、こ

うした調整力の確保も必要になってきます。ですの

で、その調整力を確保していくためのカーボンニュー

トラルの取組としては将来的には水素やアンモニア

といったようなものも必要になってくると思います。

ここの新しい技術に関しては、経済性との両立を図っ

ていくことがまず何より大事だと思っています。こ

れを一気に進めていくのはなかなか民間企業だけで

は難しいというふうに思っています。これは全国の

企業もそうだと思いますので、なるべくそれがいわ
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ゆる標準に導入される、社会実装されるようなとこ

ろまではしっかり国の支援もいただきながら進めて

いくことが重要だと考えております。

○當間盛夫委員 この値上げにおいて心苦しいとい

う社長のお言葉もありました。それであればやはり

申請額は３分の１に抑えるべきだというふうにも思

います。そしてまた九州電力との差が月額5000円と

いうことのやはり差があってはならないと。やっぱ

り九州電力がどこよりも安い電気料金を供給すると

いうその理念を、ぜひまた沖縄電力も持っていただ

きたいと思っております。

よろしくお願いいたします。

○本永浩之参考人 今、當間委員がおっしゃったこ

とを、なるべく九州電力とも差が出ないように頑張っ

ていきたいと思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。

○比嘉瑞己委員長 當間盛夫委員の質疑は終了いた

しました。

以上で、沖縄電力株式会社の電気料金の値上げ改

定に係る参考人に対する質疑を終結いたします。

この際、委員会を代表して、参考人に一言お礼を

申し上げます。

本日はお忙しい中にもかかわらず、長時間にわた

り貴重な御説明をいただき心から感謝いたします。

本日拝聴いたしました内容等につきましては、今

後の委員会審査に十分生かしてまいりたいと思いま

す。

本永浩之参考人、仲吉良徹補助者、松田直哉補助

者、呉屋智浩補助者、大変ありがとうございました。

休憩いたします。

（休憩中に、参考人及び補助者退席）

○比嘉瑞己委員長 再開いたします。

以上で、本日の日程は終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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